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会計

IASB（国際会計基準審議会）の

臨時会議及び通常会議が下記のとお

り開催された。

・ 第139回臨時会議：

2011年３月１日及び２日の２日間

（ロンドンのIASB本部で開催）

・ 第140回通常会議：

2011年３月14日から17日の４日間

（ロンドンのIASB本部で開催）及び

21日から23日の３日間（ノーウォー

クの米国財務会計基準審議会

（FASB）本部で開催）

・ 第141回臨時会議：

2011年３月29日 （ロンドンの

IASB本部で開催）

・ 第142回臨時会議：

2011年４月６日 （ロンドンの

IASB本部で開催）

・ 第143回通常会議：

2011年４月12日から15日の４日間

（ロンドンのIASB本部で開催）

第139回会議は、FASBとの合同会

議で、①収益認識、②リース、③保

険会計、④MOUプロジェクトの発効

日及び経過措置、⑤財務諸表の表示

（アウトリーチの結果の報告）に関

する議論が行われた。ここでは、④

及び⑤を除く議論の概要を解説する。

第140回会議では、IASBのみの会

議で、①退職後給付及びその他包括

利益（OCI）の表示の国際財務報告

基準（IFRS）の発効日及び②来る

IFRS第12号（他の企業に対する持

分の開示：2011年５月に公表）にお

ける開示の改善、FASBとの合同会

議では、③収益認識、④リース、⑤

金融商品（償却原価及び減損）、⑥

保険会計、⑦公正価値測定（発効日

を2013年１月１日とし、早期適用を

許容することが暫定合意された）、

⑧金融商品（ヘッジ会計：アウトリー

チ及びコメントの要約など）及び⑨

開示に共通する論点（収益認識、リー

ス、保険会計プロジェクトにおける

開示の共通化などに関するクロスカッ

ティング問題など）に関する議論が

行われた。教育セッションでは、金融

商品（償却原価及び減損）プロジェク

トで検討している、①購入負債証券

（purchaseddebtsecurities）の減損の

測定及び表示、並びに②予想損失の

見積りに関連して、IASBとFASBの

考え方の相違を理解するための説明が

スタッフから行われた。ここでは、②、⑦

から⑨を除く議論の概要を解説する。

第141回会議では、IASBのみの会

議で、①IFRS第５号（処分のため

に保有される非流動資産と廃止事業：

この改訂を年次改善に含めず、公開

草案は、2011年第３四半期以前には

公表しないこととされた）、FASBと

の合同会議では、②金融商品（償却

原価及び減損）及び③保険会計に関

する議論が行われた。ここでは、②

及び③について概要を解説する。

第142回会議では、リース・プロ

ジェクトに関する教育セッションの

みが行われた（解説は省略）。

第143回会議では、IASBのみの会

議で、①金融商品（ヘッジ会計）及

び②国際財務報告基準解釈指針委員

会（IFRSInterpretationsCommittee）

の活動状況報告、FASBとの合同会

議では、③収益認識、④リース、⑤

金融商品（償却原価及び減損）及び

⑥保険会計に関する議論が行われた。

教育セッションはなかった。ここでは、

②と⑤を除く議論の概要を解説する。
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今回は、2011年２月の会議で議論

が終了しなかった不利な契約（on-

erouscontract）に関連して、①将

来の取引で利益を得ることを期待し

て、意図的に損失が出るような値付

けが行われている取引（loss-leader

contract）及び②不利な契約かどう

かの判定及び不利な契約負債の測定

に含まれるべき費用の２つについて、

議論が行われた。なお、2011年２月

の会議では、契約が不利かどうかの

判断を行う会計単位は、契約（判断

時点で残っている残余の履行義務）

とすることが、暫定的に合意されて

いる。

� 意図的に損失が出るような値付

けの行われている取引

将来の取引で利益を得ることを期

待して意図的に損失が出るような値

付けが行われている取引 （loss-

leadercontract）をどのように取り

扱うかが議論され、スタッフからは、

次の２つの考え方が示された（スタッ

フは、�を推奨）。

� 不利な契約かどうかのテストを

契約当初には行わず、それ以後に

のみ適用する考え方。この考え方

では、すべての契約に対して契約

当初に不利かどうかのテストを行

わず、契約当初以降に生じた不利

な変化のみを、当期純利益に反映

させることとなる。そのため、契

約当初時点で不利な契約の損失が、

契約当初に当期純利益に反映でき

ない。

� 意図的に損失が出るような値付

けが行われている取引のみを、契

約当初における不利な取引かどう

かのテストから除外する（このよ

うな取引は、もともと経済的に不

利な取引ではないため）という考

え方。この考え方を採用するため

には、「loss-leader」契約を定義

する必要がある。

議論の結果、不利な契約かどうか

のテストは、契約当初においても行

うべきで、その際には、「loss-leader」

契約も含め、すべての契約を対象と

すべきことが、暫定的に合意された

（正式な議決は行われなかったが、

この方向性に対して多くのIASB及

びFASBボードメンバーが支持を表

明）。

� 不利な契約テスト及び不利な契

約負債に含められる費用

履行義務が不利となるのは、①履

行義務を充足するために直接関連す

る確率加重の費用 （probability-

weightedcosts）の現在価値が、②

当該履行義務に配分された取引価格

の金額を上回る場合である（公開草

案第54項）。履行義務に直接関連す

る費用には、次のものがある（公開

草案第58項）。

� 直接労務費（顧客に直接サービ

スを提供する従業員の給与など）

� 直接材料費（顧客へのサービス

提供に用いられる補給品など）

� 契約又は契約活動に直接関連す

る費用の配分額（契約管理費用及

び契約を履行するために用いられ

る工具及び設備の減価償却費など）

� 契約において顧客に明示的に賦

課することのできる費用

� 企業が契約を締結したことによっ

て発生するその他の費用（外注費

など）

スタッフからは、不利な契約かど

うかの判定及び不利な契約負債の測

定に含まれるべき費用は、次のうち

のいずれか低い金額とすべきとの提

案が示された。

① 契約に直接関連する費用（公開

草案第58項の費用）

② 契約を解約するために企業が支

払わなければならない金額（例え

ば、違約金を含め、企業が顧客に

返還すべき金額）

議論の結果、スタッフの上記の提

案を改訂し、次のようにすることが、

暫定的に確認又は合意された（正式

な議決は行われなかったが、この方

向性に対して多くのIASB及びFASB

ボードメンバーが支持を表明）。

� 不利な契約かどうかの判定及び

不利な契約負債の測定に含まれる

べき費用は、契約の残余の履行義

務を充足するために直接関連する

費用（公開草案第58項の費用）と

すべきである。

� 企業が契約を解除することをコ

ミットしており、かつ、そうする

契約上の権利を有している場合、

費用は、企業が契約を解除した場

合に支払うであろう金額（例えば、

違約金を含め、企業が顧客に返還

しなければならない金額）を反映

することが認識された。
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� 契約を解約する場合には、IAS

第37号（引当金、偶発負債及び偶

発資産）に従って処理しなければ

ならない他の義務が生じることが

あることが認識された。スタッフ

の提案とは異なり、この条件は、

解約を行うために相手に通知した

場合にのみ適用される。

今回は、 ①利用権資産モデル

（right-of-use-assetmodel）の全リー

ス取引への適用及び②リース・プロ

ジェクトの対象範囲の２点が議論さ

れた。

� 利用権資産モデルの全リース契

約への適用

2010年８月に公開した公開草案

（リース）に対して受領したコメン

トを踏まえた議論が進んでいるが、

利用権資産モデルの採用に関しては、

多くの回答者が支持したものの、一

部には、現行規定の根本的な見直し

は必要ないというものもあった。こ

れを受けて、利用権資産モデルをす

べてのリース契約に適用すべきかど

うかに関して議論が行われた。

議論の結果、利用権資産モデルを

すべてのリース契約に適用するとい

う公開草案での提案が再確認された

（IASB及びFASBのすべてのボード

メンバーが賛成した）。

� リース・プロジェクトの範囲

公開草案では、無形資産のリース、

天然資源の調査・使用のためのリー

ス及び生物資産のリースを対象外と

することが提案されている（公開草

案第５項）。これに対して受領した

コメントでは、多くの回答者が公開

草案の提案に賛成するものの、少数

のコメントでは、次の点が指摘され

ていた。

・ 無形資産を範囲除外としている

ことが問題である（現行IAS第17

号（リース）では、映画フィルム

などに関するライセンス契約は範

囲から除外されているが、それ以

外の無形資産にはIAS第17号が適

用されており、これが継続できな

くなる）。

・ たな卸資産のうち、予備部品

（spareparts）、作業道具（operat-

ingmaterials）及び補充品（sup-

plies）のリースを範囲除外とすべ

きである。

・ 非中核資産（non-coreassets）

のリース、IFRIC第12号（サービ

ス譲与契約）及び長期の土地リー

スを範囲除外とすべきである。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 無形資産のリースについては、

リース基準に従って会計処理する

ことを要求しないこととする（公

開草案での提案の変更）（議決は、

IASBでは１名が反対し、FASBで

は５名全員が賛成した）。なお、

無形資産のリースをリース基準の

範囲除外とはしないとすることに

よって、作成者は、無形資産のリー

スには、IAS第８号（会計方針、会

計上の見積りの変更及び誤謬）の

規定（当該事象に当てはまるIFRS

がない場合には、類似の事項を扱っ

ているIFRSの規定を参照するこ

とができる）を適用することがで

きるようになると理解されている。

� 次の取引は、リース会計基準の

対象に含まれるという公開草案の

提案を確認する（IASB及びFASB

の全ボードメンバーが賛成）。

・ サブ・リースにおける利用権

・ 非中核資産のリース

・ 長期の土地のリース

� 次の取引は、リース会計基準の

対象に含まれないという公開草案

の提案を確認する （IASB及び

FASBの全ボードメンバーが賛成）。

・ 鉱物、石油、天然ガス及び類

似の非再生資源（non-regenera-

tiveresources）のリース

・ 生物資産（IFRSの場合）及び

生物資産と材木（米国会計基準

の場合）のリース

・ IFRIC第12号の範囲内のサー

ビス譲与契約のリース（IFRSの

場合のみ）

なお、次の取引については、さら

に検討することが、スタッフに指示

された。

・ FASB会計基準コード（ASC）

サブトピック350�40（無形資産－

のれん及びその他の内部利用ソフ

トウェア）に準拠する内部利用ソ

フトウェア

・ たな卸資産のリース

今回は、①割引率の固定化、②非

生命保険契約の割引、③プロジェク

トの範囲、④金融保証契約、⑤新契

約費、⑥保険負債の測定における不

確実性及び⑦フィールド・テストの

報告の７つについて議論が行われた。

ここでは、⑥及び⑦を除く議論の概

要を紹介する。

� 割引率の固定化

公開草案に対する回答の中には、

保険契約の測定に伴う財務諸表の変

動性を低減させる解決策の１つとし

て、すべて又は一部の保険契約に対

して固定割引率（locked-indiscount

rate）を主張するものがあり、その

ような固定化された割引率を用いる
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べきかどうかが議論された。

議論の結果、IASBの公開草案

（FASBの場合は、予備的見解）の提

案である、すべての保険契約の測定

で用いる割引率は、各報告日で改訂

される現在の割引率を用いるべきこ

と（すなわち、割引率を固定化する

ことはしない）が、暫定的に確認さ

れた（IASB及びFASBのボードメン

バー全員が賛成）。

� 非生命保険契約の割引

公開草案に対する回答の中には、

非生命保険契約負債を割り引くこと

は、これらの契約を忠実に表現する

ことにはならないとの指摘があり、

これを受けて、特定の非生命保険契

約を割り引くことが適切であるかど

うかが議論された。

スタッフからは、次の提案が示さ

れた。

� 短期のカバー期間（short-dura-

tion）で、保険金の支払期間が１

年未満の短期（short-tailclaims）

の契約に対しては、割引の例外を

設ける。

� 予想支払パターンが合理的に決

定できる保険金の支払期間が長期

（long-tailclaims）の契約に対し

ては、割引を適用しなければなら

ない。

� 保険者が支払いを行わなければ

ならないかどうか、その支払時期、

又は、その支払金額が不確実であ

る保険金の支払期間が長期

（long-tailclaims）の契約に対し

ては、割引を適用しなければなら

ない。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 保険金の支払期間が長期（long-

tailclaims）の契約に対しては、

割引を適用しなければならない

（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。

� 割引の影響が重要でない（im-

material）保険負債に対しては、

割引は要求しない。スタッフに対

して、保険金の支払期間が１年以

内の短期保険契約において、割引

が重要ではないと決定するための

追加ガイダンスを作成することが

指示された。

� プロジェクトの範囲

公開草案では、次のような項目を

保険契約会計基準の対象から除外す

ることとしている（公開草案第４項）。

� 製造業者、ディーラー又は小売

業者によって発行された製品保証。

� 従業員給付制度における雇用主

の資産及び負債。

� 非金融項目の将来の利用又は利

用の権利によって変動する契約上

の権利又は契約上の負債。

� ファイナンス・リースに内包さ

れる借手の残価保証のほか、製造

業者、ディーラー又は小売業者に

よって提供された残価保証（re-

sidualvalueguarantee）。

� サービスの提供を主たる目的と

する固定手数料のサービス契約で

あるが、サービスの水準が不確実

な事象に依存しているため、サー

ビス提供者がリスクにさらされて

いる契約。ただし、保険者が、被

保険事象（insuredevent）に対し

て保険契約者に補償をするために、

財貨又はサービスを保険契約者に

提供する保険契約には、本IFRSを

適用する。

� 企業結合で支払うべき又は受け

取るべき変動対価（contingentcon-

sideration）。

� 企業が保有する元受保険契約

（企業が保険契約者となる保険契

約）。

議論の結果、次の点が暫定的に確

認された。

� 上記�から�及び�並びに�に

ついては、公開草案の提案どおり

とする（IASBは、出席者全員が

賛成し、FASBでは、６名が賛成

した（１名が反対））。

� 上記�に関しては、公開草案の

提案どおり、サービスの提供を主

たる目的とする固定手数料のサー

ビス契約を範囲除外とすることが

確認されたが、そのような契約を

どのように識別するかに関しては、

将来、議論することとされた。

� 金融保証契約

公開草案では、すべての金融保証

契約に対して保険契約会計基準を適

用することを提案していた。これは、

金融保証契約が、「特定の債務者が

負債性金融商品の当初又は変更後の

条件に従った期日の到来時に支払を

行わないために保証契約保有者に発

生する損失を、その保有者に対し補

償することを契約発行者に要求する

契約」（IFRS第４号）と定義されて

いるため、保険契約の定義である

「ある主体（保険者）が、他の主体

（保険契約者）から、特定の不確実

な将来事象（保険事故）が、保険契

約者に不利益を与えた場合に保険契

約者に補償を行うことを同意するこ

とにより、重大な保険リスクを引き

受ける契約」を満たすと考えられた

ためである。

受領したコメント及びスタッフの

分析の結果を受けて、スタッフから

は、現行IFRS第４号の取扱いに戻

るべきとの提案が示された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASBのボードメンバー

全員が同意）。
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� 次のような現行IFRSの取扱い

を維持する。

・ 金融保証契約の発行者に、発

行者が過去に当該契約を保険契

約とみている場合には、当該契

約を保険契約として会計処理す

ることを認める。

・ それ以外の場合には、発行者

に金融商品会計基準に基づいて

会計処理することを要求する。

� 内部保証に対して、金融保証契

約の会計処理の例外を設けない。

なお、FASBは、どの金融保証契

約を保険契約会計基準の範囲内とす

るかについて、将来、検討を行うこ

とを決定した（FASBのボードメン

バー全員が同意）。

� 新契約費

2011年２月２日における議論を受

けて、新契約費にはどのようなキャッ

シュ・フローが含まれるべきかに関

して議論が行われた。

議論の結果、IASBとFASBは、異

なる暫定合意に達した。

FASBは、保険契約キャッシュ・

フローに含まれる新契約費は、次の

項目に限定することを暫定的に決定

した（FASBのボードメンバー全員

が同意）。

� 契約を取得することに成功した活

動に関連する新契約費に限定する。

� 契約のポートフォリオの取得に

関連する直接費用に限定する。

FASBは、どのようなキャッシュ・

フローを契約のポートフォリオの取

得に関連する直接費用とするかにつ

いての適用ガイダンスを開発するこ

とをスタッフに指示した。

一方、IASBは、保険契約のポー

トフォリオの当初測定に含まれる新

契約費は、ポートフォリオの取得に

直接的に関連する費用（例えば、手

数料）を含む、ポートフォリオの取

得によって発生するすべての費用と

すべきであると暫定的に決定した。

したがって、新契約費を、成功した

活動に関連するものと成功しなかっ

た活動に関連するものに区分するこ

とはしない（10名が賛成し、２名が

反対した）。

IASBとFASBは、保険契約キャッ

シュ・フローにどのようなタイプの

新契約費を含めるべきかに関して議

論を行い、この点に関する適用ガイ

ダンスのドラフトを作成することを、

スタッフに指示した。

今回検討されたのは、現在検討中

の２つのプロジェクトの発効日及び

経過措置である。議論されたのは、

IAS第19号（従業員給付）の改訂及

び当期純利益及びOCIの表示に関す

るIAS第１号（財務諸表の表示）の

改訂のプロジェクトである。

議論の結果、次の点が、全員一致

により暫定的に合意された。

� IAS第19号の改訂

・ 確定給付制度の損益の表示に

関する改訂（年金資産の運用利

回りなどの一部をOCIで表示する

ことを求める改訂）については、

2012年１月１日より発効する。

・ その他の改訂については、

2013年１月１日に開始する事業

年度より発効する。

・ 早期適用を認めるが、その際

には、すべての改訂を適用しな

ければならない。また、早期適

用をしている事実を開示しなけ

ればならない。

� 当期純利益及びOCIの表示に関

するIAS第１号の改訂

・ 2012年１月１日に開始する事

業年度より発効する。

・ 完全遡及適用を求める。

今回は、①貨幣の時間価値（time

valueofmoney）、 ②回収可能性

（collectability）及び③不確実な対価

（uncertainconsideration）を反映す

るために、約定対価額（amountof

promisedconsideration）を、いつど

のように調整するかについて議論が

行われた。

� 貨幣の時間価値

ここでは、次の２点が議論された。

・ 取引価格には、約定対価額の貨

幣の時間価値をいつ反映すべきか。

・ 約定対価額に含まれる貨幣の時
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間価値の要素をどのように会計処

理するか。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 契約が、契約にとって重要な要

素として金融構成要素を含んでい

る場合には、貨幣の時間価値を反

映するために、約定対価額を調整

しなければならない。重要な金融

要素が含まれているかどうかの評

価に当たっては、次を含む、いろ

いろな要素を考慮しなければなら

ない（IASB及びFASBのボードメ

ンバー全員が賛成）。

・ 顧客の対価額が、財貨又はサー

ビスの引渡しと同時に現金支払

いされる場合と大きく違う（sub-

stantiallydifferent）かどうか。

・ 財貨又はサービスの引渡しと

顧客による対価の支払いの間に

大きな時間的差異（significant

timingdifferences）があるかど

うか。

・ 契約に明示的又は黙示的に含

まれている金利が重要（signifi-

cant）かどうか。

� 実務上の便宜として、財貨又は

サービスの引渡しと顧客による対

価の支払いの間の期間が１年以内

なら、企業は、契約が重要な金融

構成要素を含んでいるかどうかの

評価を要求されないという取扱い

を認める（IASBの11名のボード

メンバー及びFASBの４名のボー

ドメンバーが賛成）。

� 回収可能性

ここでは、顧客の信用リスクをど

のように会計処理するかが議論され

た。特に、公開草案では、顧客の信

用リスクを控除した金額（これを、

公開草案では、「取引価格（transac-

tionprice）」と呼んでいる）で収益

を認識することとしており、これに

対しては、多くの反対のコメントが

寄せられていた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 顧客の信用リスクの影響を、取

引価格及び収益の測定に反映して

はならない。この結果、企業は、

顧客との約定対価額（契約金額）

で収益を認識することになり、こ

れは、公開草案での提案からの変

更となる（IASB及びFASBのボー

ドメンバー全員が賛成）。

� 収益認識に関する最終基準には、

顧客の約定対価額の支払能力の評

価を求める収益認識規準は含めな

いこととする（IASB及びFASBの

ボードメンバー全員が賛成）。

� 企業は、契約から生じる予想減

損損失に対する貸倒引当金を認識

しなければならない。貸倒引当額

は、対応する収益の次に、収益か

らの控除項目として区分して表示

しなければならない（IASBの９

名のボードメンバー及びFASBの

６名のボードメンバーが賛成）。

� 不確実な対価

公開草案では、対価の金額が変動

する可能性がある（不確実な）場合、

企業は、履行義務を充足した際には、

取引価格を合理的に見積もることが

可能な（reasonablyestimated）場合

に限り、収益を認識するとされてい

る。そして、取引価格を合理的に見

積もるためには、次の２つの条件を

満たしている必要があるとしている。

・ 企業に類似の契約の経験がある

こと、かつ、

・ 企業が状況の大きな変動を予測

していないため、企業の経験が目

的適合的であること。

これに対して受領したコメントで

は、この考え方をロイヤルティ契約

に適用する場合、どのように考える

かとの指摘があり、これに類似する

対価の額が不確実な取引に対する取

扱いを明確化するために議論が行わ

れた。しかし、暫定合意された事項

はなかった。

今回は、①リースと購入又は売却

との区分、②購入オプションの会計

処理、③短期リース、④当初日（in-

ception）及び開始日（commencement）、

⑤当初直接費用、⑥割引率、⑦リー

ス及び非リース構成要素の分離及び

⑧セール・アンド・リースバック取

引の８点が議論された。

� リースと購入又は売却との区分

公開草案では、リースと購入又は

売却を区別するためのガイダンスを

示している。そこでは、原資産の購

入又は売却となる２つの取引、すな

わち、�原資産の支配を移転し、原

資産に関連する僅少なものを除くほ

とんどすべてのリスクと便益を他者

に引き渡す契約、及び、�リース契

約で特定された購入オプションを借

手が行使した後のリース契約（オプ

ションが行使された後はリースでは

なくなり、購入（借手）又は売却

（貸手）となる）には、リース会計

基準を適用しないとしている。さら

に、これらを敷衍したガイダンスと

して、例えば、リース期間末に原資

産の所有権が自動的に移転する契約

や割安購入オプションを含む契約は、

上記�を満たすといったものが含ま

れている。

これに対して受領したコメントで

は、リースの定義を適切に行えば、

当該定義を満たした契約のみをリー
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ス会計基準の対象とすることができ

るので、このようなガイダンスは必

要ないのでないかと指摘するものが

多数を占めた。これを受けて、この

ようなガイダンスをリース会計基準

の中に含める必要があるかどうかに

関して、議論が行われた。

議論の結果、原資産のリースと原

資産の購入又は売却とを区別するた

めのガイダンスを提供しないことが、

暫定的に合意された。すなわち、リー

スを内包しない契約は、リース会計

基準の対象外となり、これらには、

他のIFRS（例えば、有形固定資産又

は収益認識の基準）が適用されるこ

とになる。採決では、IASBでは11

名のボードメンバーが賛成し、

FASBではボードメンバー全員が賛

成した。

� 購入オプションの会計処理

公開草案においては、購入オプショ

ンの行使による支払いは、リースに

よる支払いとは性質が異なると考え、

購入オプションの行使価格は、リー

ス支払いに含めないことを提案して

いる。そのため、借手のリース料支

払負債及び貸手のリース料受取債権

には、当該行使価格は含めないこと

となっている。また、購入オプショ

ンの権利が行使された時点で、原資

産の購入となるため、権利行使後は、

リース会計基準の範囲外となる。さ

らに、割安購入オプションは、権利

行使前でも購入又は売却とみなされ、

リース会計基準の範囲外とすること

が提案されている。

受領したコメントでは、①購入オ

プションは、実質的に更新オプショ

ンと同じと考えられるので、更新又

は解約オプションと同様な取扱いを

すべきである、②割安購入オプショ

ンとそうでない購入オプションを区

別する必要はない（両者を区別する

ための線引きをする必要はない）、

といった指摘がなされていた。これ

らを受けて、割安購入オプションを

含む購入オプションの取扱いについ

て議論が行われた。また、リース契

約に含まれる購入オプションの会計

処理を、当初認識時以降で再評価す

べきかどうかも議論された。

議論の結果、次のとおりとなった。

� 借手及び貸手は、借手が権利行

使をする重要な経済的誘因（sig-

nificanteconomicincentive）を有

しているなら、購入オプション

（割安購入オプションを含む）の

行使価格を借手のリース料支払負

債及び貸手のリース料受取債権の

測定に含めるべきことが、IASB

及びFASBによって暫定的に合意

された。借手が権利行使をする重

要な経済的誘因を有していると決

定されたときには、借手によって

認識される利用権資産は、原資産

の経済的耐用年数（リース期間で

はない）にわたって償却されなけ

ればならない。採決では、IASB

では13名のボードメンバーが賛成

し（２名が反対）、FASBではボー

ドメンバー全員が賛成した。

� IASB及びFASBは、購入オプショ

ンの会計処理を当初認識時以降で

再評価するかどうかに関しては、

更新又は解約オプションに関して

暫定合意されたものと同じ再評価

のガイダンスを、購入オプション

にも適用することを選好するとい

う方向性を示した（暫定合意はさ

れていない）。

� 短期リース

公開草案では、短期リースは、

「リースの開始時点（commencement

ofthelease）において、更新又は延

長オプションを含んで、最長12カ月

又はそれより短いリース期間を持つ

リースである。」と定義されている。

そして、短期リースに適用される会

計処理は、借手と貸手で内容が異なっ

ている（貸手では短期リースに関わ

る資産及び負債の認識を求められな

いが、借手では資産及び負債の認識

を求められる）。

・ 借手：リースの当初日（incep-

tionofthelease）時点において、

契約ごとに、当初時点及びその後

の測定時点において、①リース支

払負債は割り引かない金額で、②

利用権資産は割り引かない金額に

当初直接費用を加えた額で測定す

る。支払リース料を、リース期間

にわたって包括利益計算書で認識

する（第64項）。

・ 貸手：リースの当初日時点にお

いて、契約ごとに、①短期リース

から生じる資産及び負債を財政状

態計算書において認識しないこと

及び②原資産の認識の中止をしな

いことができる。貸手は、原資産

を継続して認識し、受取リース料

を、リース期間にわたって包括利

益計算書で認識する（第65項）。

受領したコメントでは、短期リー

スの特例に賛成する意見が多く、特

に、貸手が資産及び負債を認識しな

いことに対しては支持が多かった。

しかし、借手の会計処理に対しては、

簡素化が不十分との指摘が多く寄せ

られた。

これを踏まえて、今回は、短期リー

スの簡素化された会計処理のあり方

について議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 借手及び貸手において、短期リー

スの定義は、公開草案で提案した
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上述の定義とする （IASB及び

FASBのボードメンバーの全員が

賛成）。

� 借手及び貸手は、次の会計処理

を採用することができる。

・ 原資産の種類（class）に対す

る会計方針として、すべての短

期リースの資産及び負債を認識

しない会計処理（会計方針とす

ることに関しては、IASBのボー

ドメンバーの８名が賛成し（７

名が反対）、FASBのボードメン

バーの５名が賛成した（２名が

反対）。また、認識しない会計

処理については、IASBのボー

ドメンバーの10名が賛成し（５

名が反対）、FASBのボードメン

バーの４名が賛成した（３名が

反対））。

・ 他の組織的かつ合理的なベー

スが原資産の利用をよりよく表

現する場合を除き、リース期間

にわたって、リース料支払額を

包括利益計算書において定額法

で認識する（IASB及びFASBの

すべてのボードメンバーが賛成）。

� 当初日及び開始日

公開草案では、リースの当初日

（dateofinception）において、借手

は、①リース料支払額の現在価値

（借手の追加借入金利又は貸手が借

手に賦課する金利で割引）でリース

料支払負債を測定し、②リース料支

払負債に当初直接費用を加算した額

で利用権資産を測定することとされ、

リースの開始日（dateofcommence-

ment）で、利用権資産及びリース

料支払負債を認識することが提案さ

れている。すなわち、測定日と認識

日が異なっている。また、貸手につ

いても、同様な認識日及び測定日が

提案されている。

さらに、公開草案では、当初日は、

リース契約の締結日（dateofthe

leaseagreement）とリース契約の当

事者による約束日（dateofcommit-

ment）のいずれか早い日とされ、

開始日は、貸手が原資産を借手が使

える状態にした日と定義されている。

受領したコメントでは、①当初日

ではなく、開始日にリースに関連す

る資産及び負債を測定することが妥

当か、②開始日前に支払われたリー

ス料をどのように会計処理するか、

③当初日と開始日の間に発生した当

初直接費用、さらに、④この間に契

約が不利な状態になった場合にどの

ように会計処理するかといったコメ

ントが寄せられた。これを受けて、

今回、当初日及び開始日に関連する

問題が議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� リース基準では、次の点を明確

にする。

・ リース会計基準では、借手及

び貸手に、リース資産及びリー

ス負債をリースの開始日で認識

（及び関連資産及び負債の認識

の中止）及び当初測定を行うこ

とを求める（IASB及びFASBの

すべてのボードメンバーが賛成）。

・ リース会計基準では、借手及

び貸手に、当初にリース資産及

び負債を測定する際に、開始日

において計算される割引率を用

いることを求める（IASBのボー

ドメンバーの11名が賛成し（４

名が反対）、FASBのボードメン

バーの４名が賛成した（３名が

反対））。

・ 開始日前に借手に発生する費

用の会計処理に関する適用ガイ

ダンスを、リース基準に含める

（IASB及びFASBのすべてのボー

ドメンバーが賛成）。

・ 開始日前に借手から支払われ

るリース料支払いの会計処理に

関する適用ガイダンスを、リー

ス基準に含める （IASB及び

FASBのすべてのボードメンバー

が賛成）。

・ 貸手から借手に支払われるイ

ンセンティブの会計処理に関す

る適用ガイダンスを、リース基

準に含める。この中では、借手

は、利用権資産の当初測定にお

いて、すべてのインセンティブを

利用権資産の簿価から控除する

ことを明確にする（IASBのボー

ドメンバーの13名が賛成し（２

名が反対）、FASBのボードメン

バーの６名が賛成した（１名が

反対））。

� IASBの場合には、リース当初

日と開始日の間にリース契約が

「不利な契約」の定義に合致する

こととなった場合には、リース基

準の範囲から除外するという公開

草案での提案が確認された。その

ようなリース契約は、IAS第37号

（引当金、偶発負債及び偶発資産）

に従って会計処理されることにな

る。なお、FASBでも、トピック

450（偶発事象）を開始日前の不

利な契約に適用することが支持さ

れた（この問題は、減損に関する

議論の進展によって見直される可

能性がある）。

� 当初直接費用

公開草案では、当初直接費用を

「リースの交渉及び調整に直接帰属

させることができる回収可能な費用

で、リース取引が締結されなければ

発生しなかったもの」と定義し、当

初直接費用には、手数料、法的手続
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の費用、借手の財政状態の先行きの

評価などにかかった費用が含まれる

とする例示が掲げられている（当初

直接費用に該当しない費用のリスト

も示されている）。

当初直接費用に関して公開草案で

は、特別な質問をしなかったが、い

くつかのコメントを受領した。この

中では、他の同時進行中のプロジェ

クトとの間で、当初直接費用の取扱

いについて整合性を図るべきだとい

うものなどがあった。これらを受け

て、今回は、①当初直接費用の定義

及び②借手及び貸手による当初直接

費用の会計処理に関して議論が行わ

れた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 当初直接費用の定義を、「リー

スの交渉及び調整に直接帰属させ

ることができる費用で、リース取

引が締結されなければ発生しなかっ

たもの」とする。公開草案での定義

から、「回収可能な（recoverable）」

という言葉が削除された。この定

義を借手に適用することには、

IASB及びFASBのすべてのボード

メンバーが賛成したが、貸手に適

用することについては、IASBの

ボードメンバーの９名が賛成し

（６名が反対）、FASBのボードメ

ンバーは全員賛成した。

� 借手及び貸手とも、当初直接費

用を、利用権資産又はリース料受

取債権に含めるという公開草案の

提案が確認された（IASBのボー

ドメンバーの14名が賛成し（１名

が反対）、FASBのボードメンバー

の６名が賛成した（１名が反対））。

� 割引率

公開草案では、借手は、リース当

初日に、リース料支払額を、借手の

追加借入金利又は（容易に決定でき

るのであれば）貸手が借手に賦課す

る金利で割り引いた現在価値で、リー

ス料支払負債を測定することとされ

ている。一方、貸手がリース料受取

債権の現在価値を算出するために用

いる割引率は、貸手が借手に賦課す

る金利とされている。受領したコメ

ントでは、複数の割引率が利用でき

る場合に、どのようにすべきかにつ

いてより明確化する必要があると指

摘された。これらを受けて、当初測

定時にどのように割引率を決定すべ

きかについて議論が行われた。

議論の結果、公開草案での提案が

再確認されるとともに、次の点が暫

定的に合意された（IASB及びFASB

のすべてのボードメンバーが賛成）。

� 借手は、割引率として、入手可

能であれば、貸手が借手に賦課す

る金利を用いることとし、それ以

外の場合には、借手の追加借入金

利を用いる。

� 貸手は、割引率として、貸手が

借手に賦課する金利を用いる。

� 貸手が借手に賦課する金利は、

借手の追加借入金利、リースに暗

黙のうちに含まれる金利、又は、

不動産リースの場合、不動産の利

回りが考えられる。貸手が借手に

賦課する金利に複数の指標が利用

できる場合には、リースに暗黙の

うちに含まれる金利を用いなけれ

ばならない。

� グループ割引率及び不動産の利

回りを用いることを考える場合に

おける割引率を決定するための適

用ガイダンスを提供すること。

� リース及び非リース（サービス）

構成要素の分離

公開草案では、リース契約にリー

ス構成要素と非リース構成要素が含

まれており、それらを分離すること

が困難な場合、当該混合契約を次の

ように会計処理することを提案して

いる（なお、FASBは、借手及び貸

手ともに、混合契約にリースの会計

処理を適用することを提案している）。

� 借手は、リースの会計処理を混

合契約に適用する。

� 履行義務アプローチを適用する

貸手は、リースの会計処理を混合

契約に適用する。

� 認識の中止アプローチを適用す

る貸手は、リース構成要素には、

リースの会計処理を、サービス構

成要素には、収益認識のガイダン

スを適用する。

受領したコメントでは、IASBと

FASBが、混合契約の取扱いについ

て、同じ会計処理となるようにする

ことが重要だとの指摘があった。ま

た、借手の会計処理では、非リース

構成要素にリースの会計処理を適用

することにも、反対のコメントが寄

せられた。貸手の会計処理では、リー

ス構成要素と非リース構成要素を区

分するアプローチに対する支持が多

かった。これを受けた議論では、４

つのアプローチが検討された。

・ アプローチＡ：

公開草案での提案の維持

・ アプローチＢ：

リース構成要素の分離（リース構

成要素が分離できない限り、全体

にサービスの会計処理を適用する）

・ アプローチＣ：

主要構成要素アプローチ（主要な

構成要素がリースなのかサービス

なのかを判断し、主要構成要素に

適用すべき会計処理を混合契約全

体に適用する）

・ アプローチＤ：

非リース構成要素からリース構成
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要素を必ず分離（原資産の利用権

のみを分離してリースの会計処理

を適用し、それ以外には、対応す

るIFRSを適用する）

さらに、リース構成要素と非リー

ス構成要素を分離する場合には、ど

のように扱うかについても議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 契約に含まれるリース及び非リー

ス構成要素を必ず分離する（アプ

ローチD）。IASBのボードメンバー

の13名が賛成し（２名が反対）、

FASBのボードメンバーの４名が

賛成（３名が反対）した。

� 上記�の結論を受けたリースと

非リース構成要素への分離に当たっ

ては、次のような会計処理を行う。

� 貸手は、収益認識のガイダン

スに基づいて受取リース料を配

分する（IASB及びFASBのすべ

てのボードメンバーが賛成）。

ⅱ� 借手は、支払リース料を次の

ように配分する。

・ それぞれの構成要素の購入

価格が観察可能である場合、

借手は、各構成要素の相対的

な購入価格に基づいて按分す

る（IASBのボードメンバー

の14名が賛成し（１名が反対）、

FASBのボードメンバーの６

名が賛成（１名が反対））。

・ すべてではないが、複数の

構成要素の購入価格が観察可

能である場合、残余法（re-

sidualmethod）に基づいて配

分する（IASBのボードメン

バーの全員が賛成し、FASB

のボードメンバーの６名が賛

成（１名が反対））。

・ 購入価格が観察可能でない

場合、借手は、すべての支払

リース料をリースに関わるも

のとして扱う（IASBのボー

ドメンバーの13名が賛成し

（２名が反対）、FASBのボー

ドメンバーの全員が賛成）。

また、スタッフに対して、他のプ

ロジェクト（例えば、収益認識）と

の整合性を考慮しながら、借手がど

のように観察可能な価格を決定する

かに関する適用ガイダンスを検討す

ることが指示された。

� セール・アンド・リースバック

取引

セール・アンド・リースバック取

引については、公開草案では、次のよ

うな会計処理の提案がなされていた。

� 譲渡取引が原資産の売却である

場合、リースバック取引は、原資

産の借手による買戻しではなく、

リースの定義を満たす。

� 譲渡取引が売却の条件を満たさ

ない場合、譲渡取引は、金融とし

て会計処理され、譲渡された資産

の認識の中止は行われず、借手が

受領した金額は、金融負債として

会計処理される。

� セール・アンド・リースバック

取引は、契約が、①ほぼ同じ時期

に締結され、②単一の商業的目的

のためにパッケージとして交渉さ

れるか、又は、③同時又は逐次に

遂行される場合に発生する。

受領したコメントは、上記の取扱

いに賛成したが、①セール・アンド・

リースバック取引がいつ発生したと

判断するか（公開草案では、原資産

の支配の移転及びリスクと便益の移

転というタイミングが提案されてい

たが、これに対して、収益認識プロ

ジェクトにおける支配の移転概念を

導入すべきとのコメントがあった）、

②損益の認識をどのように行うか及

び③売却によって譲渡された譲渡資

産はリース資産の全体とするのか又

は資産の一部とするのかという論点

も指摘され、議論が行われた。

議論の結果、次の点が再確認又は

暫定的に合意された。

� セール・アンド・リースバック

取引に関する上述の公開草案での

提案内容（上記 � から �）が

再確認された（IASB及びFASBの

すべてのボードメンバーが賛成）。

� 売却が発生したかどうかの判断

に当たっては、収益認識プロジェ

クトで検討されている支配の移転

という概念を用いる（IASBのボー

ドメンバーの12名が賛成し（３名

が反対）、FASBのボードメンバー

の６名が賛成（１名が反対））。

� 損益の認識に関する公開草案で

の次の提案が再確認された

（IASB及びFASBのすべてのボー

ドメンバーが賛成）。

・ 対価が公正価値である場合、

売却取引からの損益は発生時点

で認識する。

・ 対価が公正価値ではない場合、

関連する資産、負債及び損益は、

直近の市場の賃料を反映するよ

うに調整されなければならない。

� 売却によって譲渡された資産を、

リース資産の全体とするかその一

部とするかに関する公開草案での

提案（すなわち、「資産全体アプ

ローチ（wholeassetapproach）」）

が再確認された。資産全体アプロー

チでは、借手は、原資産の全体を

譲渡し、当該原資産の一部を利用

権資産という形でリースバックす

るという取扱いを行う（IASBの

ボードメンバーの11名が賛成し

（４名が反対）、FASBのボードメ

ンバーの全員が賛成）。
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� セール・アンド・リースバック

取引が適用できるリース会計モデ

ルを特定するようなガイダンスは、

示さないことが暫定的に合意され

た（IASB及びFASBのすべてのボー

ドメンバーが賛成）。これは、現

在、借手のリース会計モデルとし

て、ファイナンス・リースとファ

イナンス・リース以外のリースと

いう２つの区分を設けることが検

討されているが、セール・アンド・

リースバック取引が適用できるリー

ス会計モデルを、いずれか１つに

特定することはしないという趣旨

である。

今回は、①予想損失の決定のため

の測定方法及び②購入された負債金

融商品（以下「貸付金（loans）」と

いう。）の減損の２点について議論

が行われた。

� 予想損失の決定のための測定

方法

今回は、IASBの減損に関する公

開草案（「金融商品：償却原価と減

損」で2009年11月に公表）と、

FASBの公開草案（「金融商品の会計

処理及びデリバティブ商品及びヘッ

ジ活動の会計処理の見直し」で2010

年５月に公表）との間で、予想損失

に対する考え方及びそれに基づく測

定方法に差異があるため、これを解

消するための議論が行われた。

IASBの公開草案では、減損を決

定するために、金融商品の存続期間

にわたる予想キャッシュ・フローの

見積りを要求し、当該見積りは、期

待値を用いて計算することとされて

いる。このため、キャッシュ・フロー

の金額及びタイミングの見積りは、

確率加重された起こり得る帰結

（probability-weighted possibleout-

comes）となる。ところが、FASB

の公開草案では、発生すると予想さ

れる損失額を見積もること（すなわ

ち、回収できると見込まれないキャッ

シュ・フローを予測すること）が目

的とされている。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASBの考え方が採用さ

れた）。

� 予想損失は、期待値を用いて決

定する。

� 最終基準では、期待値の計算の

仕方を明確化する。例えば、純粋

な期待値の計算の１つの方法は、

起こり得る帰結を識別し、それら

の帰結の起こる可能性を予測し、

そして確率加重平均として行うこ

とであることを例示する。

� 最終基準は、その他の適切な方

法も、期待値を計算する合理的な

代替方法として用いることができ

ることを示す。そのような適切な

方法として、過去の損失率法、デ

フォルト確率の利用などがある。

スタッフに対して、どのような場

合にこれらを用いることができる

かに関しての草案を作成すること

が指示された。

� 購入された負債金融商品

ここでは、①購入貸付金（pur-

chasedloan）の取引価格をグロスベー

ス（額面金額と貸倒見込額の現在価

値）で表示すべきかどうか、②購入

時に、割引で購入された貸付金の実

効金利及び金利の増価（accretion）

をどのように決定するか、及び③購

入貸付金の取得後に、回収できると

判断されるキャッシュ・フローの当

初の予想額が変動した場合の会計処

理の３点について議論が行われた。

第１点目は、購入貸付金の当初認

識時に、どのような金額で財政状態

計算書において認識すべきかが論点

であり、額面額とそれに対応する貸

倒引当金をグロスアップして表示す

べきか、又は、公正価値から貸倒見

込額を差し引いて表示すべきかどう

かが議論された。

第２点目は、購入貸付金の購入価

格と予想キャッシュ・フロー又は契

約キャッシュ・フローとの差額の増

価をどのように行うかという論点で

あり、実効金利（effectiveinterest

rate）は、貸付金の取得価格と予想

キャッシュ・フロー又は契約キャッ

シュ・フローを等しくする金利とし

て計算される。

第３点目は、取得後の回収可能性

の変動をどのように会計処理するか

という論点で、予想の変動を利回り

（yield）の調整とするか、又は、減

損の変動として貸倒引当金の調整と

するか、それとも、予測のすべての

変動は、貸倒引当金の変動とするか

といった考え方が示された。

これらを基に議論が行われたが、

暫定合意に至らず、スタッフに対し

て、さらに設例を作るよう指示が出

された。

今回は、①代替的表示モデル、②

割引率に対する実務上の簡便法、③

有配当の割引率、④当初認識のタイ

ミング、⑤保険契約の定義、⑥アン

バンドリング、⑦リスク調整の目的、

⑧超長期デュレーション契約の割引

率、⑨契約の境界、及び⑩複合マー

ジンの費消パターンについて議論が

行われた。また、このほか、教育セッ

ションとして、外部から参考人を招
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き、明示的リスク調整に関する実務

の説明が行われた。

� 代替的表示モデル

公開草案では、要約マージン・ア

プローチ（summarizedmarginap-

proach）に基づく包括利益計算書で

の表示を提案している。そこでは、

引受マージン、経験調整（experi-

enceadjustment）、予想の変更及び

保険負債の金利が表示されることと

されている。

要約マージン・アプローチに対し

ては、利用者などから有用である旨

の支持があったが、しかし、大方の

支持が得られたわけではなかった。

これを受けて、これ以外の包括利益

計算書の表示についても検討が行わ

れ、①公開草案での提案の包括利益

計算書の冒頭に、受取保険料収益、

発生保険金、新契約費などの情報を

開示する方式や②いくつかの拡張マー

ジン・アプローチ・モデル（包括利

益計算書を受取保険料収益からはじ

め、新契約費などを費用として表示

する方式）など数種類の代替案が提

示され、議論が行われた。

今回は、議論だけであり、暫定合

意された事項はない。

� 割引率に対する実務上の簡便法

公開草案では、保険負債の測定に

当たっては、貨幣の時間価値を反映

することとし、その際の割引率は、

次の特徴を備えていなければならな

いとしている。

� タイミング、通貨及び流動性が、

保険負債の特徴を反映するキャッ

シュ・フローを持つ金融商品の観

察可能な直近の市場価格と首尾一

貫するものであること。

� 観察されるレートに影響するが、

保険負債に適合的でない要素を除

外すること。

受領したコメントでは、公開草案

での提案は理論的に適切な割引率を

もたらすが、IASBとFASBが、すべ

ての負債に関する割引率全般につい

て見直しを行うまで、簡便法を認め

るべきだとの指摘があった。また、

割引率を算定する方法の複雑性を低

減すべきとの指摘もあった。

これらを受けて、割引率に関する

実務上の簡便法（practicalexpedi-

ent）を設けるべきかどうかが議論

された。スタッフからは、簡便法に

用いるべきレートとし、①政府レー

ト、②質の高い社債レート及び③２

つのレート（①と②）を選択できる

オプションが提案され、これらを検

討した結果、いずれの方法も公開草

案での提案を簡素化する方法として

は十分ではないとの判断から、割引

率の計算の簡素化のために実務上の

簡便法を提供しないという提案がな

された。

議論の結果、IASBは、14対１で

スタッフ提案に暫定的に合意した。

一方、FASBは、スタッフ提案を支

持するものの、本プロジェクトの範

囲や保険契約の定義の検討の結果、

非金融機関の発行する保険契約がど

の程度含まれるかによって、最終判

断を行うこととされた。

� 有配当の割引率

公開草案では、保険契約から生じ

るキャッシュ・フローの金額、タイ

ミング又は不確実性が、全体として

又は一部において特定の資産のパフォー

マンスに依存している場合には、保

険契約の測定には、そのような依存

関係を反映しなければならないとさ

れている。それを受けて、有配当の

性格を持つ保険契約の割引率を決定

するに当たり、通常の割引率の算定

にどのような追加的考慮が必要とさ

れるかが議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� 有配当契約の測定に用いられる

割引率の目的は、非有配当契約の

測定の割引率と首尾一貫すべきこ

とを明確にする。

� 保険契約から生じるキャッシュ・

フローの金額、タイミング又は不

確実性が、全体として又は一部に

おいて特定の資産のパフォーマン

スに依存している場合、保険者は、

キャッシュ・フローを、当該依存

関係を反映した割引率を用いて調

整しなければならない。

� 当初認識のタイミング

公開草案では、保険者が保険契約

の当事者となった時点で、保険負債

又は保険資産を認識しなければなら

ないとしている。そして、当事者と

なるのは、①保険者が保険契約の条

項に拘束されるとき、又は、②保険

者が初めて保険契約のリスクにさら

されるとき、すなわち、保険者が保

険カバーを提供する義務から逃れら

れず、かつ、特定の保険契約者のリ

スクを再評価する権利がなくなった

とき（その結果として、リスクを完

全に反映する価格を設定できなくな

るとき）のいずれか早いときとして

いる。

受領したコメントでは、この問題

に触れているものは少なかったが、

コメントを寄せた規制当局者やアク

チュアリは、この提案を支持してい

た。しかし、その他の回答者は、カ

バー期間の前に保険契約資産及び負

債を認識するコストの観点から、こ

の提案に反対した。これを受けて、

議論が行われた。

議論の結果、①カバー期間が開始
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されたときに保険契約資産及び負債

を当初認識しなければならないこと、

そして、②カバー期間開始前に、経

営者が、保険契約が不利な契約となっ

ていることに気付いたときには、不

利な契約の負債を認識することを求

めることが、暫定的に合意された

（IASBのボードメンバーの10名が賛

成し（５名が反対）、FASBのボード

メンバーの全員が賛成）。

� 保険契約の定義

公開草案では、IFRS第４号（保

険契約）における保険契約の定義を

そのまま引き継いでいるが、適用ガ

イダンスにおいて、下記２点の変更

を提案している。

� あるシナリオにおいて追加的便

益の支払いが重大かどうかの評価

に当たり、保険者は、貨幣の時間

価値を考慮する。

� 保険者が支払う正味キャッシュ・

アウト・フローの現在価値が、保

険料の現在価値を超過する商業的

実体を伴うシナリオがない場合、

契約は保険リスクを移転しない。

なお、保険契約の定義は、「ある

主体（保険者）が、他の主体（保険

契約者）から、特定の不確実な将来

事象（保険事故）が保険契約者に不

利益を与えた場合に保険契約者に補

償を行うことに同意することにより、

重大な保険リスクを引き受ける契約」

とされている。

受領したコメントでは、回答者の

多くが、IFRS第４号の定義は現在

のままで十分に機能しているなどの

理由により、公開草案の提案に反対

であった。これを受けて、公開草案

での提案を引き下げるかどうかが議

論された。

議論の結果、上記２つの提案を最

終基準として確定させることが、暫

定的に合意された（IASBのボード

メンバーの13名が賛成し（２名が反

対）、FASBのボードメンバーの全員

が賛成）。

� アンバンドリング

公開草案では、保険契約が他の

IFRSの範囲であるような複数の構

成要素を含んでいる場合、保険者は、

それらの構成要素が、保険のカバー

とは密接に関連していない（not

closelyrelated）場合には、これら

を別の契約として会計処理しなけれ

ばならないと提案している。今回、

アンバンドリングに関連して受領し

たコメントを基に議論が行われた。

議論の結果、アンバンドリングの

目的に関しては、今回は、議論され

ただけで、暫定合意に至った事項は

ない。ただし、保険契約に含まれる

デリバティブで、保険リスクと密接

に関連していないものは、アンバン

ドリングするという公開草案の提案

は確認された（IASBのボードメン

バーの13名が賛成し、FASBのボー

ドメンバーの多くが賛成）。

� リスク調整の目的

公開草案では、「リスク調整は、

最終的な履行キャッシュ・フローが

予想を超過するリスクから解放され

るために保険者が合理的に支払うで

あろう最大の金額でなければならな

い」（第35項）と、リスク調整の目

的が説明されている。受領したコメ

ントでは、この表現の意味をより明

確に説明すべきであるとの指摘があ

り、リスク調整の目的の明確化のた

めの議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 第35項の目的から、「保険者が

合理的に支払うであろう金額」及

び「最大の金額」を削除する。そ

の結果、改訂された目的は、「リ

スク調整は、最終的な履行キャッ

シュ・フローが予想を超過するリ

スクを保険者が引き受けるために

要求する補償でなければならない」

とする。

� この金額が、履行キャッシュ・

フローの金額及びタイミングの有

利及び不利な変動を反映するとい

う適用ガイダンスを提供する。

スタッフは、今後、適用ガイダン

スにおいて、リスク調整は、保険者

が、（不確実性のある）保険負債を

保有することと類似の負債であるが、

不確実性のないものとの間で無差別

となるポイントを反映するという概

念をどのようにとらえるかに関する

検討を行う。

� 超長期のデュレーション契約の

割引率

公開草案の提案に基づいて、保険

負債の測定を行うことによって生じ

る当期純利益の変動性を回避する１

つの解決策として、今回、観察可能

市場価格を超えるイールド・カーブ

を持つ保険負債の場合（超長期デュ

レーション契約）、観察可能市場価

格を超えるイールド・カーブ部分の

割引率の変動の影響を、その他包括

利益（OCI）で認識するという提案

がスタッフからなされ、これについ

て議論が行われた。この提案では、

例えば、保険負債のデュレーション

が30年で、観察可能市場価格が20年

までである場合、差額の10年の部分

（20年目から30年目）の金利変動に

よる損益の変動を、OCIで認識する

ということになる。

議論の結果、この方法をさらに検

討する必要はないと判断された。

� 契約の境界

公開草案では、保険契約の測定に
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当たり、保険契約が保険の境界線内

に属する場合には、保険料及びその

保険料から生じる他のキャッシュ・

フローをその測定に含めなければな

らないとされている。そして、境界

線は、次のいずれかの時点だとして

いる。

� 保険者が、もはやカバーを提供

することを要求されない。

� 保険者に特定の保険契約者のリ

スクを再評価する権利又は実務上

の能力があり、その結果、当該リ

スクを完全に反映する価格を設定

できる。

このような提案に対して受領した

コメントを基に議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 契約の更新は、次の場合には、

新契約として取り扱う（IASB及

びFASBのすべてのボードメンバー

が賛成）。

・ 保険者が、もはやカバーを提

供することを要求されない、

又は

・ 現在の契約が、保険契約者に

対して実質のある権利を付与し

なくなる。

� 保険契約は、保険者が、特定の

保険契約者のリスクを再評価する

権利又は実務上の能力を有し、そ

の結果として、リスクを完全に反

映する価格を設定できる場合には、

保険契約者に対して実質のある権

利を付与していないと考える

（IASBのボードメンバーの10名が

賛成し（５名が反対）、FASBのボー

ドメンバーの全員が賛成）。

� さらに、保険料の価格付けに将

来期間に関連するリスクを含んで

いない契約では、保険者が、当該

契約を含むポートフォリオのリス

クを再評価する権利又は実務上の

能力を有し、その結果として、当

該ポートフォリオのリスクを完全

に反映する価格を設定できる場合

には、保険契約者に対して実質の

ある権利を付与していないと考え

る（IASBのボードメンバーの10

名が賛成し（５名が反対）、FASB

のボードメンバーの全員が賛成）。

� 契約の境界を決定する場合には、

それが、契約から生じたものか、

法律又は規制によるものかにかか

わらず、すべての更新権を考慮し

なければならない （IASB及び

FASBのすべてのボードメンバー

が賛成）。

今回は、購入された負債金融商品

（以下「貸付金（loans）」という。）

の金利の認識及び減損モデルについ

て議論が行われた。2011年３月の第

140回会議でこの問題が議論され、

スタッフに対して、さらに設例を提

示することが指示されていた。今回

取り上げられた設例は、グッド・ブッ

クに区分される自己創生貸付金と購

入貸付金を比較した３つの例である。

これを基に議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。なお、これらの暫定合意

は、今後における、①金融資産の購

入ポートフォリオをグッド・ブック

とバッド・ブックにどのように区分

するか及びそれらに適用する会計処

理は何かの決定、及び②金利を発生

主義で認識しないガイダンスが必要

かどうか、必要な場合、どのように

適用するかといった問題の検討によっ

ては、変わり得るものである。

� ポートフォリオの１部として購

入されたものであっても、個別資

産レベルで明確な損失見込みがな

い購入金融資産（すなわち、購入

時にグッド・ブックに区分される

金融資産）には、自己創生貸付金

と同じ減損の会計処理を適用しな

ければならない。これらに対する

金利収益は、契約キャッシュ・フ

ローに基づいて認識される。これ

らの貸付金に対する適切な減損会

計モデルについては、将来、議論

を行う。

� 個別資産レベルで明確な損失予

想が存在している購入金融資産

（すなわち、購入時にバッド・ブッ

クに区分される金融資産）に対す

る減損処理についても、議論が行

われた。これらに対する金利収益

は、購入時に見込まれた予想回収

キャッシュ・フローに基づいて認

識しなければならない（すなわち、

購入価格は、予想キャッシュ・フ

ローに向かって増価される）。信

用が毀損しているこれらの資産に

対する金利収益の認識を限定する
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結果、購入時に別途、減損費用が

認識されることはない。

今回は、残余マージン（residual

margin）又は複合マージン（com-

positemargin）を、契約当初で固定

（lockin）すべきかどうかに関して

議論が行われた。

IASBの公開草案及びFASB予備的

見解では、残余マージン又は複合マー

ジンは、契約当初に算出された金額

で固定され、その後、残余マージン

は、保険契約のカバー期間にわたっ

て、複合マージンは、保険契約のカバー

期間及びクレーム処理期間にわたっ

て償却することが提案されている。

受領したコメントでは、契約当初

に固定する会計処理に対して反対す

る意見が多かった。特に、契約当初

に利益が出る場合にはその後に償却

されるのに対し、損失の場合には不

利な契約として即時認識されるとい

う不整合な会計処理や、当初認識後

に当該契約から損失が認識される場

合でも、残余マージン又は、複合マー

ジン（潜在的な利益）は将来にわたっ

て償却される会計処理となっており、

これを投資家に説明することが難し

いなどの指摘があった。

これを受けて、残余マージン又は

複合マージンを毎期末に見直す

（unlocking）べきかどうかが議論さ

れた。今回は、暫定合意に達した事

項はない。

今回検討されたのは、①その他包

括利益（OCI）の変動に対するヘッ

ジ会計の拡大、②サブ・ライボーの

ヘッジ、③現金金融商品（cashin-

struments）のヘッジ手段としての

適格性、 ④資金関連スワップ

（fundingswaps）及び⑤マクロ・ヘッ

ジ（macrohedge）の５点である。

ここでは、上記①から③までに関し

て解説を行う。なお、資金関連スワッ

プ及びマクロ・ヘッジは、議論は行

われたが、暫定合意された事項はな

く、会計処理については今後、検討

される予定である。

� OCIの変動に対するヘッジ会計

の拡大

公開草案では、ヘッジ会計の目的

は、純損益（当期純利益）に影響を

与える可能性のある特定のリスクか

ら生じるエクスポージャーを管理す

るために金融商品を用いる企業のリ

スク管理活動の影響を、財務諸表に

おいて表現することであるとされて

おり（第１項）、ヘッジ会計が適用

できるのは、リスクの変動が純損益

に影響を与える場合に限定されて

いる。

受領したコメントやアウトリーチ

の参加者からは、企業のリスク管理

活動をより適切に反映するためには、

ヘッジ会計の対象を、純損益への影

響のみならず、公正価値の変動が

OCIで認識されている持分金融商品

のOCIの変動にまで拡大することが

必要との指摘があった。これを受け

て、ヘッジ会計の目的を、OCIの変

動まで拡大するかどうかについて議

論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� ヘッジ会計の目的を拡大し、公

正価値の変動がOCIで認識されて

いる持分金融商品のOCIの変動に

もヘッジ会計の適用を認める（８

名が賛成し、７名が反対）。

� OCIに対するヘッジ会計の適用

を、公正価値の変動がOCIで認識

されている持分金融商品以外にも

拡大するかどうかについては、拡

大しないこととする。すなわち、

ヘッジ会計は、OCIの変動全般に

拡大するのではなく、公正価値の

変動がOCIで認識されている持分

金融商品のOCIの変動に限定する

こととされた（13名が賛成し、２

名が反対した）。

� サブ・ライボーのヘッジ

IAS第39号では、ヘッジ対象のキャッ

シュ・フローの総額より大きな部分

を、部分ヘッジの構成要素として指

定することはできないという取扱い

をしており、この考え方は、公開草

案にも引き継がれている（B24項）。

ただし、金融資産又は金融負債全体

のキャッシュ・フローのすべてをヘッ

ジ対象に指定して、それらを１つの

特定のリスクについて（LIBORの変

動に帰属する変動のみとして）ヘッ

ジすることができる。例えば、実効

金利がLIBOR�100BPの金融負債の

場合には、企業は、当該負債全体の

キャッシュ・フローの価値（元本と
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LIBOR�100BPの合計）の変動を、

LIBORの変動に帰属する変動である

として、ヘッジ対象として指定する

ことができる（B25項）。受領した

コメントなどから、次の２点が検討

された。

� 利付金融資産又は金融負債の金

利がLIBORより低い場合（すなわち、

サブ・ライボーの場合）、LIBOR全

体を構成要素とすることができる

のか。LIBOR全体が構成要素とな

るのであれば、それはヘッジ対象

として適格か。

� 利付金融資産又は金融負債にフ

ロアが存在している場合、LIBOR

全体をリスク構成要素として指定

することに対する制限に影響する

のか。

議論の結果、次の点が留意又は暫

定的に合意された。

� サブ・ライボーの変動利付金融

資産又は金融負債のヘッジの目的

が金利マージンをヘッジするとい

うものであるなら、LIBOR全体が

識別できるかどうかは、ヘッジに

影響がない点が留意された。

影響が出るのは、LIBORが低下

して（例えば、LIBOR－100BPの

ときにLIBORが１％未満となった

場合）負債の金利が発生する場合

のみである。また、金利マージン

がヘッジ（ロックイン）されてい

るとしても、サブ・ライボーが持

つ経済的ミスマッチ（LIBORの水

準によっては、金利マージンが変

動することになってしまう）の可

能性は変わらず、この事実を、ヘッ

ジ対象を決定する際に考慮しなけ

ればならない。

さらに、LIBOR全体を指定でき

るようにすると、ヘッジ会計では

な く 、 複 合 会 計 （synthetic

accounting）を許容することにな

りかねない。すなわち、ヘッジ手

段であるデュレーションの公正価

値の変動はOCIで繰り延べられ、

ヘッジ対象の金利が発生主義で認

識されるにつれて、ヘッジ対象の

公正価値にこれを相殺する変動が

なくても、リサイクリングされる。

このため、ヘッジの非有効部分が

OCIに蓄積する。

� サブ・ライボーにフロアが設定

されていると、例えば、変動利付

金融資産の場合に金利が負とはな

らない。このような場合には、

LIBOR全体をヘッジ対象とするこ

とに影響が出る。フロアがなけれ

ば、サブ・ライボー部分がマイナ

スになっても、金利マージンがヘッ

ジされる関係は有効に相殺効果を

発揮するが、フロアの影響でそれ

が確保できない。

これらを受けて、IASBは、公

開草案で提案している取扱い（B

25項及びB26項）を維持すること

を確認した。ただし、その文言の

解釈に誤解があるので、この点を

明確にすることが留意された。す

なわち、負のスプレッドを持つ資

産又は負債であっても、企業は、

金融資産又は金融負債全体のキャッ

シュ・フローすべてを、LIBORの

変動に帰属する変動であるとして、

ヘッジ対象として指定することは

可能である。すなわち、フロアの

存在により、ヘッジの非有効性は

生じるかもしれないが、ヘッジ会

計それ自体は禁止されるものでは

ない（出席していたボードメンバー

全員が賛成）。

� 現金金融商品のヘッジ対象とし

ての適格性

今回は、非デリバティブ金融商品

（現金金融商品）のヘッジ手段とし

ての適格性に関して、①公正価値の

変動を当期純利益で認識しない現金

金融商品のヘッジ手段としての適格

性及び②公正価値オプションとの相

互関係の２つが議論された。

① 公正価値の変動を当期純利益で

認識しない現金金融商品

現金金融商品のうち、公正価値の

変動を当期純利益で認識しない現金

金融商品（すなわち、償却原価で測

定されるもの）も、ヘッジ手段とし

て認めるかどうかが議論された。公

開草案では、公正価値の変動を当期

純利益で認識する現金金融商品のみ

が、ヘッジ手段として適格であると

提案している。

公正価値の変動を当期純利益で認

識しない現金金融商品にまでヘッジ

手段としての適格性を拡大するとい

うことは、測定ベースの変更（償却

原価から公正価値の変動を当期純利

益で認識する測定へ）を伴うことに

なる。これに伴い、償却原価と公正

価値との差額の処理、さらに、ヘッ

ジ関係の中止によって再び償却原価

に戻る場合の処理など、複雑な会計

処理を規定する必要がある。

議論の結果、公正価値の変動を当

期純利益で認識する現金金融商品の

みが、ヘッジ手段（為替リスク以外

のヘッジについて）として適格であ

るという公開草案の提案が再度確認

された（ボードメンバー全員が賛成）。

② 公正価値オプションとの関係

公正価値オプションを適用し、公

正価値の変動を当期純利益で認識す

る会計処理が適用される金融資産又

は金融負債の存在が、現金金融商品

のヘッジ手段としての適格性に影響

を及ぼすかどうかが議論された。

IFRS第９号の下では、公正価値
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オプションが選択できる場合として、

次の３つが挙げられている。

・ 金融資産の場合、公正価値オプ

ションの選択が、会計上のミスマッ

チを除去又は大幅に削減する場合。

・ 金融負債の場合、①公正価値オ

プションの選択が、会計上のミス

マッチを除去又は大幅に削減する

場合、又は、②企業のリスク管理

戦略に基づき、金融負債、又は、

金融資産と金融負債のグループが

公正価値で管理され、そのパフォー

マンスが公正価値で評価されて、

内部的に企業の鍵となる経営者に

報告されている場合。

・ ハイブリッド金融負債に組み込

まれているデリバティブで、公正

価値で測定されている場合。

なお、金融負債の公正価値オプショ

ンの場合、公正価値の変動のうち、

当該金融負債の信用リスクに帰属す

る公正価値の変動は、OCIで表示し、

その後、リサイクルしてはならない

となっている。

議論の結果、次の点が留意又は暫

定的に合意された（出席したボード

メンバー全員が賛成）。

� 上記に示した公正価値オプショ

ンの目的がヘッジ手段としての指

定と不整合にならなければ、公正

価値オプションを選択した金融資

産又は金融負債を、ヘッジ手段と

しての適格性規準の範囲から除外

する理由はない（例えば、会計上

のミスマッチの解消のために採用

された公正価値オプションの対象

となる金融資産を、他の項目のヘッ

ジ手段に指定すると、当初の公正

価値オプション選択の目的と不整

合となるので、この場合にはヘッ

ジ手段とすることはできない）。

� 金融負債の公正価値オプション

では、当該金融負債の信用リスク

に帰属する公正価値の変動は、

OCIで表示し、その後、リサイク

ルしてはならないとなっているた

め、公正価値の変動を当期純利益

で認識するというヘッジ手段の会

計処理と矛盾する。このため、こ

のような金融負債をヘッジ手段と

することはできないことを明示す

ることが、暫定的に合意された。

今回は、①取引価格の決定（不確

実な対価（uncertainconsideration））、

②取引価格の配分、③ライセンス及

び無形資産の利用権、④履行費用及

び⑤売却及び買戻し取引（saleand

repurchaseagreement）の５点につ

いて議論が行われた。

� 取引価格の決定（不確実な対価）

2011年３月（第140回会議）に続

き、対価の金額が変動する可能性が

ある（不確実な）場合における取引

価格の決定及び収益の認識に関する

議論が行われた。2011年３月での議

論を受けて、今回は、収益認識モデ

ルの３つの段階が示され、議論が行

われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 取引価格を決定するときの企業

の目的は、契約の下で企業が権利

を取得する対価の金額の合計額を

見積もることである。

� 上記目的を達成するため、企業

は、どの金額が対価の金額として

最も予見可能であるかによって、

次の金額のいずれかを見積もらな

ければならない。

・ 確率加重平均金額（probabil-

ity-weightedamount）、又は、

・ 最も起こりそうな金額（most

likelyamount）

� 企業は、企業が当該金額に合理

的な確信がない場合を除き、充足

された履行義務に配分された金額

で収益を認識しなければならない。

そのようなケースの例は、次のと

おりである。

・ 顧客が、契約を破棄すること

なく、追加的な対価の支払いを

回避できる（例えば、売上に基

づくロイヤリティの場合）

（IASB及びFASBのすべてのボー

ドメンバーが賛成）。

・ 企業に同様のタイプの契約の

実績（あるいは、他の説得力の

ある実績）がない（IASB及び

FASBのすべてのボードメンバー

が賛成）。

・ 企業に実績はあるが、その実

績は、公開草案で提案されてい

る要素（例えば、企業の影響力

の外にある要因からの影響の受

けやすさ（susceptibility）、不

確実性が解消するまでの時間、

企業の経験の範囲、予想される

対価の金額の数と変動性）の評

価を基礎とした契約の結果を予

測しないものである（IASBの

ボードメンバーの14名が賛成し、

FASBのボードメンバーの全員

が賛成）。

� 取引価格の配分

取引価格を、どのように履行義務

に配分するかに関して議論が行われ

た。公開草案の核となる原則は、企
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業は、履行義務の充足と交換に企業

が受け取ると見込まれる対価の金額

を、それぞれの履行義務に配分する

というものである。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� 独立した履行義務の基になって

いる財貨又はサービスの独立販売

価格が変動性の高いものである場

合、独立販売価格を見積もる最も

適切な実効金利法は、 残余法

（residualmethod）である。残余

法では、企業は、取引価格総額か

ら他の財貨又はサービスの独立販

売価格を控除して、独立販売価格

を決定しなければならない。

� 企業は、次の条件を満たすとき

には、取引価格の一部をすべて１

つの履行義務に配分する。

・ 契約の変動支払条件が、企業

の当該履行義務を充足しようと

する努力と特別に関連している

か、又は、当該履行義務の充足に

よる特定の結果に関連している。

・ その特定の履行義務に配分さ

れている金額（取引価格の変動

を含む）が、契約におけるすべて

の履行義務及び（他の潜在的な

偶発的支払いを含む）支払条件

に対して合理的に比例している。

� ライセンス及び利用権

ここでは、企業が、顧客にライセ

ンス又はその他の権利を付与する契

約の会計処理が検討された。公開草

案では、ライセンスに関しては、排

他的ライセンスとそうでないライセ

ンスに分け、前者の場合には、顧客

がほとんどすべての権利を取得する

場合には、ライセンスではなく、売

却取引として会計処理することとし

ていた。受領したコメントを受けて、

この公開草案での提案の改善が議論

された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� ライセンスを顧客に付与した場

合、約束した資産はライセンスで

あり、ライセンスを付与する約束

は、単一の履行義務（顧客がライ

センスの支配（すなわち、利用及

び便益）を得る場合に充足される）

である（すなわち、公開草案での

２分法をやめる）。

� 契約の中に、その他の履行義務

が含まれている場合には、企業は、

権利が独立した履行義務を示すの

か、又は、当該権利は、他の履行

義務と結合されるべきかどうかを

考慮しなければならない。

� 履行費用

履行義務を履行するためにかかる

費用（契約を得るための費用ではな

い）の会計処理を明確化するための

議論が行われた。公開草案は、履行

義務を履行するための費用が、他の

IFRS（例えば、たな卸資産）に準

拠して資産として認識されない場合、

これらの費用が次の条件をすべて満

たす場合には、収益認識のための会

計基準に基づいて資産として認識す

ることを求めている。

� 契約に直接関連する（直接労務

費、直接材料費、契約又は契約活

動に直接関連する費用の配分額等）。

� 企業の資源を創造又は強化する。

� 回収が見込まれる。

受領したコメントを受けて、この

ような公開草案での提案を改善する

ための議論が行われた。

議論の結果、公開草案での提案が

おおむね再確認されたが、次のよう

な点が暫定的に合意された。

� 履行費用に関する公開草案での

提案を改訂しない（IASBのボー

ドメンバーの13名が賛成し、FASB

のボードメンバーの５名が賛成）。

� 予想される契約に特別に関連す

る費用である場合、契約に直接関

連する費用には契約を締結する前

に発生した費用を含める（IASB

のボードメンバーの全員が賛成し、

FASBのボードメンバーの６名が

賛成）。

� 浪費した材料費、労務費又はそ

の他の資源で、契約の価格を付け

るときに考慮されなかった異常な

金額の費用は、発生時に費用とし

て認識しなければならない

（IASB及びFASBのすべてのボー

ドメンバーが賛成）。

� 売却及び買戻し契約

顧客が、企業に対して資産の買戻

しを要求することができる無条件の

権利を有している契約の会計処理に

関する議論が行われた。ここでは、

このような契約に含まれているプッ

ト・オプションを、リースとして会

計処理することが検討された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� プット・オプションの付いた売

却及び買戻し契約で、買戻し価格

が当初の売却価格を下回っており、

顧客に権利行使する重大な経済的

誘因があるものは、顧客が実質的

に、一定期間にわたっての資産の

利用権に対して支払いを行ってい

ると考えられる。したがって、企

業は、当該取引をリースとして会

計処理する。

� 顧客に重大な経済的誘因がある

かどうかを判定するためには、企

業は、買戻し日の買戻し価格の予
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想市場価値や権利行使までの時間

など多様な要素を考慮しなければ

ならない。

今回は、①変動リース料の会計処

理（偽装最低リース支払取引（dis-

guisedminimumleasepayments）を

含む）、②リースの定義、③借手の

会計処理（リースの種類、ファイナ

ンス・リース及びファイナンス・リー

ス以外のリース）及び④貸手の会計

処理について議論された。

� 変動リース料の会計処理（偽装

最低リース支払取引を含む）

今回は、①借手のリース負債及び

貸手のリース債権に含める変動リー

ス契約の範囲及び②偽装最低リース

支払取引の取扱いの２点について議

論が行われた。なお、「偽装最低リー

ス支払取引」とは、リース料の支払

いが、実質は固定支払いであるが、

変動支払いという形式を採っている

取引を指している。

第１の論点に関しては、2011年２

月会議で、どのような変動リース契

約を借手のリース負債及び貸手のリー

ス債権に含めるべきかに関して議論

が行われており、そのときには、借

手のリース負債及び貸手のリース債

権には、次のものを含まなければなら

ないことが、暫定的に合意されていた。

・ 指標又はレートに基づくリース

支払い。

・ 変動性が商業的な実質を持たな

いリース支払い。

・ 認識のための高い閾値という規

準を満たすリース支払い。

さらに、公開草案とは異なり、借

手及び貸手による変動リース料の認

識には、同一の閾値を用いるべきで

ある点も合意されたが、どのような

閾値（例えば、「合理的に確実（rea-

sonablycertain）」）にするかに関し

ては、結論が出されていなかった。

さらに、その際に、変動リース料の

取扱いに限って関係者の意見聴取を

行うことが、スタッフに指示されて

いた。今回、これらを踏まえて、

「認識のための高い閾値という規準

を満たすリース支払い」を、借手の

リース負債及び貸手のリース債権に

含めるべきかどうかが議論された。

第２の論点に関しては、今回、偽

装最低リース支払取引をどのように

識別するかについて議論が行われた。

この問題は、2010年８月に公開した

公開草案（リース）に対して受領し

たコメントなどから取り上げられた

ものである。指摘された懸念は、借

手の負債又は貸手の債権に含まれる

べきリース料を固定リース料のみに

限定すると、リース料の支払いが、

実質のない又はリースの経済状況

（economicsoflease）とは無関係な

偶発事象又は要素に基づく変動リー

ス料のみから構成されるように仕組

むことによって、負債又は資産とし

ての認識を回避することが可能にな

るおそれがあるというものであった。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 借手の負債及び貸手の債権には、

実質は固定支払いであるが、変動

支払いという形式を採っている取

引（偽装最低リース支払取引）を

含めることとする。

� 2011年２月の暫定合意（認識の

ための高い閾値規準を満たすリー

ス料を借手の負債及び貸手の債権

に含める）を変更し、このような

場合には、これらの金額を、借手

の負債及び貸手の債権に含めない

こととする。

なお、今後、「指標又はレートに

基づくリース支払い」に関する議論

及び上記�で認識されないこととなっ

た変動リース料などの開示について、

議論が行われる予定である。

� リースの定義

2011年２月会議に引き続き、リー

スの定義が議論された。公開草案で

は、リースは、「特定資産（原資産）

を利用する権利を、ある一定期間、

対価と交換で引き渡す契約である。」

と定義されている。リースの定義に

関しては、コメントにおいて、「特

定資産」とは何かを明確にすべきと

いった点などが指摘されており、今

回、これらに対応するために、リー

スの定義の明確化をどのように図る

かに関して議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� 企業は、契約がリースを含んで

いるかどうかを、契約の実質に基

づいて、次の点（公開草案の適用

ガイダンス（applicationguidance）

に含まれている）を評価して、決

定する。

・ 契約の履行が、 特定資産

（specifiedasset）を使用するか

どうかに依存しているかどうか、

及び、

・ 契約は、ある期間にわたって

特定資産の利用を支配する権利

を譲渡しているかどうか。

� 顧客が、リース期間にわたって

特定資産の利用を指示し、そして、

そこから便益を受領する能力を持っ

ているときには、契約は、特定資

産の利用を支配する権利を顧客に

譲渡しているといえる。特定資産

の利用を他のサービスから分離す
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ることに関するガイダンスは、

2011年３月のリースと非リース構

成要素の分離に関する暫定合意

（前述の第140回会議報告を参照さ

れたい）と整合させなければなら

ない。

� 「特定資産」とは、明示的又は

黙示的に識別可能な資産をいう

（特定資産を、個別の資産ではな

く、「特定の仕様（particularspeci-

fication）」とすべきとの見解は採

用されなかった）。

� 顧客が排他的な利用権を持つ大

きな資産の物理的に分離される一

部分は、特定資産である。物理的

に分離されない大きな資産の容量

部分（capacityportion；例えば、

パイプラインのある容量）は、特

定資産ではない。

� 借手の会計処理

2011年２月会議で、会計処理を

「ファイナンス・リース」及び「ファ

イナンス・リース以外のリース」の

２つの種類に分けて規定することが

暫定合意された。ファイナンス・リー

スは、割賦購入のように資金調達と

いう要素が強いリース契約で、資金

調達という要素の影響が当期純利益

に反映されることになる（すなわち、

リース負債の時の経過による増価を

支払利息として認識することになる）。

これは、公開草案で提案した取扱い

である。一方、ファイナンス・リー

ス以外のリースは、資金調達という

要素が重要ではないリース契約が該

当し、当期純利益での損益認識パター

ンは、利用権資産の償却の合計と負

債の支払利息の合計が毎期定額とな

るような認識となる（現在のオペレー

ティング・リースと整合的な会計処

理）。

① ２つの種類のリース

今回、2011年２月の会議で暫定合

意されたファイナンス・リース及び

ファイナンス・リース以外のリース

という２つの種類のリースの類型を

認めるかどうか及びその会計処理が

改めて議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� ファイナンス・リース及びファ

イナンス・リース以外のリースと

いう２つのリースの類型を認める

（IASBのボードメンバーの８名が

賛成し、FASBのボードメンバー

の６名が賛成）。

� ２つの種類の双方において、次

の会計処理を行う。

・ 当初認識時には、利用権資産

及びリース負債を将来の支払リー

ス料の現在価値で測定する。た

だし、利用権資産の場合には、

このほか、当初直接費用が簿価

に算入される。

・ 当初認識以降のリース負債の

測定は、実効金利法（effective

interestmethod）を用いて認識

する。すなわち、リース負債は、

割引率（入手可能であれば、貸

手が借手に賦課する金利を用い

ることとし、それ以外の場合に

は、借手の追加借入金利を用い

る）を用いて、時の経過ととも

に支払利息を認識することと

なる。

② ファイナンス・リース

議論の結果、次の点が暫定的に

合意された（公開草案での提案と

同じ）（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� IAS第38号（無形資産）又はト

ピック350（無形資産－のれん及

びその他）に基づいて、利用権資

産を、予想将来経済便益の消費パ
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ターンを反映するシステマティッ

クな方法で償却する。

� 利用権資産の償却及び負債の支

払利息を、当期純利益又は注記で

表示する。

③ ファイナンス・リース以外のリース

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 利用権資産を、他のシステマティッ

クなベースがよりリース費用の時

間的なパターンを示す場合を除き、

当期純利益で認識されるリース費

用の総額（利用権資産の償却の合

計と負債の支払利息の合計）が定

額となるような方法で償却する

（IASBのボードメンバーの12名が

賛成し、FASBのボードメンバー

の全員が賛成）。

� 利用権資産の償却及び負債の支

払利息の合計額を、 営業費用

（operatingexpense）の中の単一

の行項目（賃借料）として表示す

る（IASBのボードメンバーの11

名が賛成し、FASBのボードメン

バーの６名が賛成）。

� 貸手の会計処理

貸手の会計処理についても、借手

と同様、会計処理を「ファイナンス・

リース」及び「ファイナンス・リー

ス以外のリース」の２つの種類に分

けて規定するかどうかが議論された。

また、それぞれの場合の会計処理に

ついても議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASBのボードメンバー

の10名が賛成し、FASBのボードメ

ンバーの６名が賛成）。

� ファイナンス・リース及びファ

イナンス・リース以外のリースと

いう２つのリースの類型を認める。

� どちらの会計処理のモデルを用

いるかを決定するために、IAS第

17号（リース）にあるのと同じよ

うなガイダンスを設定する。

なお、今回、これ以外の論点につ

いては、論点を理解するための議論

のみが行われ、暫定合意は予定され

ていなかった（暫定合意された事項

はない）。

今回は、割引率の算出に関するトッ

プダウン・アプローチについての議

論が行われた。

保険負債の割引率は、リスク・フ

リー・レートに非流動性プレミアム

を加味したものとされ、これに到達

するために、保有資産等の運用利回

りから、資産に特有な要素を控除し

て保険負債の割引率を算出する方法

が、トップダウン方式である。一方、

リスク・フリー・レートに保険負債

の非流動性要素を追加して割引率を

算出しようという方法が、ボトムアッ

プ・アプローチである。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのすべて

のボードメンバーが賛成）。

� 最近の市場情報に基づき、保険

者は、適切なイールド・カーブを

決定しなければならない。保険負

債のイールド・カーブの決定に当

たり、保険者は、保険者が保有す

る実際のポートフォリオ又は参照

ポートフォリオ（referenceport-

folio）のイールド・カーブを基礎

とすることができる。

� イールド・カーブのある特定点

の観察可能な市場価格がない場合、

保険者は、特に、レベル３の公正

価値の場合、公正価値測定に関す

るガイダンスと整合的な見積りを

行わなければならない。

� 金融商品のキャッシュ・フロー

は、保険負債のキャッシュ・フロー

の特徴を満たすようにするため、

調整されなければならない。キャッ

シュ・フローの調整に当たり、保

険者は、次の調整をしなければな

らない。

・ タイプ１：出発点として選択

されたポートフォリオの中の資

産が、負債のキャッシュ・フロー

のデュレーションと見合ってい

ることを保証するために、キャッ

シュ・フローのタイミングの差

異の調整を行うもの。

・ タイプ２：負債にはないが、

資産に特有のリスクを調整する

もの。資産に特有のリスクに対

するリスク・プレミアムに観察

可能な市場がない場合、企業は、

上記 � と整合的な市場リスク・

プレミアムを決定するために、

適切な技法を用いなければなら

ない。

� トップダウン・アプローチを用

いる保険者は、負債のキャッシュ・

フローに特有の流動性と資産のキャッ

シュ・フローに特有の流動性の間

の残存している差異の調整を必要

としない（すなわち、等しく流動

性といっても、資産のそれと負債

のそれとの間には違いがあるが、

その差異については、調整不要と

いうこと）。

会計・監査ジャーナル No.672 JUL. 2011 53

３ 保険会計

教材コード Ｊ０２０６３４

研修コード ２１０３０１

履 修 単 位 ２単位



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Photoshop 5 Default CMYK)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails true
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 524288
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 144
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 144
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /SyntheticBoldness 1.000000
  /Description <<
    /JPN ()
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


